
大阪府言語としての手話の認識の普及及び習得の機会の確保に関する条例の制定（概要）

福祉部障がい福祉室自立支援課
■制定の理由

・手話は、障害者基本法に「言語（手話を含む。）」と明記されており、明確に言語である。しかし、同法においては、言語を含めた障害者の「意思疎通の手段として選択できる機会の拡大」について規定されているに過ぎず、「手話が言語である」という認識の普及に資するものではない。

・言語としての社会での扱いを受けるには、言語として多くの人に認識され、習得する機会が確保され、もって、より多くの機会で手話を使用することのできる社会的環境が確保されていることが必要であるが、手話が言語であることについて認識を持つ府民の割合は低く、当該認識が府民に行き渡っていない状況にある。習得の機会については、言語は本来、誰からも教わらずとも、乳幼児期に自然に習得されるが、家族等が手話を使えない場合は、自然習得できず、言語能力の発達に支障を生ずる可能性がある。しかし、手話の自然習得の機会を確保するための法律等はない。その結果、聴覚に障害のある者が、手話通訳によらずとも、手話で意思疎通のできる社会的環境が整っていない。

・以上のとおり、言語としての手話の認識の普及及び習得の機会の確保を図る必要があるが、これらは、単年度の予算による事業の実施によってではなく、市町村、学校及び障害者の支援団体等の協力を得て、恒久的かつ永続的に予算の有無に左右されないものとする必要があり、また条例制定自体に啓発効果があるため、本条例を制定する。

■制定の内容
・この条例の目的（手話が言語であるという認識の下、聴覚障害者のほか、聴覚障害者と共に生活し、学び、又は働く者が手話を習得し、もって府民がより多くの機会で手話を使用することのできる社会の実現に寄与すること）について、規定する。（第１条）

・言語としての手話の認識（府による必要な啓発及び府民による認識）について、規定する。（第２条）
・手話の習得の機会の確保について、規定する。（第３条）

・学校による手話の習得の機会の確保への支援について、規定する。（第４条）

・事業者による手話の習得の機会の確保への支援について、規定する。（第５条）

■施行期日
・公布の日から施行する。
■政策アセスメント・制度間調整

・政策法務会議及びパブリックコメントの実施。
・条例に基づく具体的な施策の実施に関して、関係部局と調整中。
